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ニュー レジリエンス フォーラム  
会 長 三 村 明 夫     

日本製鉄株式会社名誉会長 
 

 
１、防災庁は「事前防災」と「復旧・復興」に特化した制度設計を 

  

２、健康危機全般を管理する司令塔を設置し、国・地方の指揮 

系統を確立せよ 

 

３、共助の強化と平時からの官民連携－地方自治体は各業界 

団体との間に包括的防災協定を締結せよ 

 

４、緊急事態に即応できる法整備を 
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ニューレジリエンスフォーラム 
要望書 

 
災害に強い日本へ 

 

ニューレジリエンスフォーラムは、感染症と自然災害に強い社会を目指して、菅内閣・

岸田内閣・石破内閣に対し５回にわたる政策提言を行うとともに、日本武道館での１万人

大会などを開催してきました。 

高市内閣の発足に伴い、これまで提言した内容で実現していない課題を整理し、改めて

次の４点について要望いたします。 

  

１、防災庁は、「事前防災」と「復旧・復興」に特化した制度設計を              

 

①現在、復興庁が東日本大震災の被災地での「復旧・復興」業務を担っているが、時 

限的設置であり、今までの「復旧・復興」業務で蓄積された知見を活かすことがで 

きなくなる恐れがある。現在、防災庁も被災地の「復旧・復興」業務を担う準備を 

進めており、防災庁と復興庁を一緒にして「防災復興庁」（仮称）とすることで、復 

興庁の知見を活かすことを希望する。さらに、防災庁と復興庁を一緒にすること 

で、「復旧・復興」業務に関しての二重行政の解消にもつながる。   

 

②防災に関する専門人材の育成や、将来の防災庁の幹部職員の養成を行う防災大学校 

の創設を行う。最初から防衛大学校や気象大学校、海上保安大学校のような学位認 

定を伴う大学校の設置は制度設計に時間を要するので、まずは、災害時の一次対応 

を担う地方自治体職員を対象にした研修施設として防災大学校を開設し、その後、 

学位認定を伴う大学校への移行を目指す。 

 

２、健康危機全般を管理する司令塔を設置し、国・地方の指揮系統を確立せよ           

 

①自然災害だけでなく、感染症や CBRNE災害などに対応できる国民保護組織を政府内 

に創設する。具体的には、内閣感染症危機管理統括庁を複合災害にも対応できる組 

織に改編する。各部署や実力組織を横串でつなぎ、オールハザード型の「健康危機 

全般を管理する司令塔」に発展させる必要がある。 

※CBRNE C(化学) B(生物) R(放射能) N(核)  E(爆発) 
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②令和６年に地方自治法の改正が行われ、国は、地方公共団体に対し、事務処理につ 

いて国民の生命等の保護を的確かつ迅速に実施するため講ずべき措置に関し、必要 

な指示ができることになった。一方、「大規模な災害、感染症のまん延その他の被害 

の程度において、これらに類する国民の安全に重大な影響を及ぼす事態における特 

例」としているだけで、詳細な指示レベルの内容が明示されていない。国・地方の 

指揮系統を機能させるためにも、指揮系統の明確化を図る必要がある。 

 

３、共助の強化と平時からの官民連携－地方自治体は各業界団体との間に包

括的防災協定を締結せよ 

 

① 地方自治体と各業界団体は「平時」の形式的な協定ではなく、顔が見える横串の関

係を構築するためにも、各業界団体は自治体が実施する定期的な訓練・研修に積極

的に参加し、どの分野・領域においても「緊急時」のタイムラインを共有すること

が必要である。そのためには特に、都道府県はできるだけ多くの業界団体と包括的

な防災協定を結び、発災後の素早い連携が可能となるよう準備をすべきである。 

国はその包括協定のひな型を示さなくてはならない。 

 

② 国と地方、官と民が担う役割を明確にした上で、官民連携で支援していく態勢（運

送・建設・警備等の関係団体、医療・福祉関係団体、ボランティア団体などとの連

携）づくりを構築しておかなければならない。たとえば、平時において孤独死が増

えているのは、地域の「共助」システムが脆弱化あるいは崩壊していることが一因

と考えられる。したがって災害関連死を防ぐためには、迅速な避難所の設置と運営、

生活環境の維持が求められ、これらは避難所のある地域ごとの共助が必要となる。 

 

 

４、緊急事態に即応できる法整備を 

 

「憲法に基づく緊急事態宣言」によって法律が「平時」から「緊急時」のルールへと 

転換できるようにすべきこと。国会が召集できない事態において、緊急政令や緊急 

財政支出が可能となる制度を憲法に規定すること 
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感染症と自然災害に強い社会を 

ニュー レジリエンス フォーラム 
役  員 

（50 音順） 

会   長 三村 明夫 （日本製鉄株式会社名誉会長） 

共 同 代 表 河田 惠昭 （関西大学特別任命教授・社会安全研究センター長） 
松尾 新吾 （九州経済連合会名誉会長） 
横倉 義武 （日本医師会名誉会長） 

発 起 人 相澤 孝夫 （日本病院会会長） 

磯  彰格 （全国社会福祉法人経営者協議会会長） 

井上  隆 （日本経済団体連合会専務理事） 
井上 善博 （全国旅館ホテル生活衛生同業組合連合会会長） 

今井 雅則 （全国建設業協会会長） 
岩月  進 （日本薬剤師会会長） 

大久保秀夫 （日本商工会議所特別顧問） 

太田  謙司  （日本歯科医師連盟会長） 

大坪  清 （関西経済連合会副会長） 
大森 利夫 （全国理容生活衛生同業組合連合会理事長） 
小河 保之 （元大阪府副知事） 
勝又 一明 （全国郵便局長会会長） 

神野 正博 （全日本病院協会会長） 
久和  進 （北陸経済連合会名誉会長） 
藏内 勇夫 （全国都道府県議会議長会会長・日本獣医師会会長） 
斉藤 秀之 （日本理学療法士協会会長） 

坂本 克己 （全日本トラック協会会長） 

 坂本  久 （全国宅地建物取引業協会連合会会長） 

佐竹 敬久 （前秋田県知事） 

菅原 裕典 （仙台経済同友会副代表幹事） 
関戸 昌邦 （全国商工会連合会相談役） 

高橋 英登 （日本歯科医師会会長） 
長尾 淳彦 （日本柔道整復師会会長）  
外口 真大 （日本青年会議所会頭） 

松本 吉郎 （日本医師会会長） 
宮田 浩美 （日本医薬品卸売業連合会会長） 

森   洋 （全国中小企業団体中央会会長） 

 安川  健司 （日本製薬団体連合会会長） 
山野  徹 （全国農業協同組合中央会代表理事会長） 

山本 信夫 （日本薬剤師会顧問） 

企画委員長 松本    尚  （日本医科大学特任教授・衆議院議員） 
企画委員長代行 鈴木 英敬 （衆議院議員・前三重県知事） 

事 務 局 長 濱口 和久 （拓殖大学特任教授・防災教育研究センター長） 




